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福 島 労 働 局 発 表　
平成２４年１０月３１日
ふくしまで子育てしながら働きやすい職場づくりを

－「改正育児・介護休業法」の集中的な周知・指導（平成24年11月1日～30日）－


【ポイント】

　 １　福島労働局（局長　河合智則）では、11月を「改正育児・介護休業法」の周知・指導の強化期間として、企業訪問による行政指導等を集中的に実施します。

　 ２　福島県では、子育て期の20～30代女性の県外への流出傾向が顕著となっている中、

本県において継続して就業できるよう、子育てや介護をしながら働きやすい職場環境

を整備することが課題となっています。（資料１、２）

　　

　 ３　福島労働局では、３歳未満の子を養育する労働者を対象とした短時間勤務制度(１日

６時間）及び所定外労働の免除の制度化、父母ともに育児休業を取得する場合の休業

可能期間の延長（パパ・ママ育休プラス）等を内容とする「改正育児･介護休業法」の

周知・指導を進めることにより、本県で子育て等をしながら働きやすい職場づくりに

向けて機運の醸成をはかります。（資料３）

　　

【実施期間】

平成24年11月1日～30日

【取組内容】

　本年7月1日より、それまで適用が猶予されていた一部制度が従業員数100人以下の企業にも適用になり、改正育児・介護休業が全面施行されたことから、従業員数100人以下企業を中心に以下の取組を行います。

○ 企業訪問

　県内の企業を訪問し、改正育児・介護休業法に対応した就業規則の整備に向けて行政指導等を集中的に実施します。

○ 就業規則の整備の支援

　改正育児・介護休業法の改正対応部分をわかりやすく示した規定例等を作成・提供します。また、個別の事業主から就業規則改正の相談を受け付けることを広く周知します。

（添付資料）
資料１　福島県の人口の増減

資料２　本県における制度の整備・利用状況等から見た子育てを取り巻く現状

（１）本県における育児短時間勤務、所定外労働の免除の規定及び利用状況

　　　　（２）育児休業取得率の状況

　　　　（３）平成23年度育児・介護休業法相談状況

資料３　育児・介護休業法の主な改正内容

